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IT人材動向に関する調査結果報告IT人材動向に関する調査結果報告

『 IT人材白書2009 』

IT人材動向に関する調査結果とトピックステーマの分析をベースに
IPAとしてのメッセージを発信

IT人材動向に関する調査結果とトピックステーマの分析をベースに
IPAとしてのメッセージを発信

『『 ITIT人材白書人材白書2010 2010 』』

本年度トピックステーマ本年度トピックステーマ

①情報システムのパラダイムシフトと求められる人材
②IT人材個人のキャリア意識
③IT利活用に求められる社会人の基礎知識

IT人材白書2009からの変更点
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本年度白書作成のために実施した調査一覧

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

IT企業向け調査

（ＩＴ人材動向調査）

IT企業向け調査

（オフショア動向調査）

ユーザー企業向け調査

教育機関向け調査

IT人材のキャリア意識に

関する調査

情報系学科卒業生に求めら
れる実践力に関する調査

IT利活用のために求められる
社会人の基礎知識に関する
調査

アンケート
方法

郵送

郵送

郵送

郵送

Web

Web

Web

調査対象

IT企業
3000社にアンケート送付

IT企業
1100社にアンケート送付

上場企業（除くIT企業）
3000社にアンケート送付

情報系を有する教育機関
470機関にアンケート送付

現役IT人材 1,000名

情報系学科卒業生300名

各種産業に従事する
社会人 1,000名

回答数

621

288

376

247

1,000

300

1,000

報告書中マーク

IT企業

ｵﾌｼｮｱ

ユーザー企業

教育機関

現役IT人材

情報系卒業生

一般社会人
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ＩＴ人材の動向ＩＴ人材の動向 ～必要とされる人材の変化～～必要とされる人材の変化～
■ ＩＴ人材需給バランスの質的変化
■ 職種ニーズに変化の兆し
■ 本格化するグローバルなＩＴ人材の活用

ＩＴ人材育成施策の現状と今後の期待ＩＴ人材育成施策の現状と今後の期待 ～具体的成果の追求～～具体的成果の追求～
■ 新たな発展段階に来たスキル標準の普及
■ 成果が求められる産学連携教育
■ ビジネスに求められるＩＴ活用力

ＩＴ人材の意識と環境ＩＴ人材の意識と環境 ～個人、企業それぞれに求められる自覚～～個人、企業それぞれに求められる自覚～
■ 実態とは異なる３Ｋイメージ
■ ＩＴ人材個人の不安原因は将来の不透明さ
■ 将来を支える専門性の追求が飛躍への道

IT人材白書2010メッセージ

サブタイトルサブタイトル

～岐路に立つIT人材 変革期こそ飛躍のチャンス～

本年度調査結果のポイント本年度調査結果のポイント
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・市場の先行きに対する不透明感が強まる中、昨年度調査でも予兆が見ら

れたＩＴ人材の量的な不足感の後退が顕在化ＩＴ人材の量的な不足感の後退が顕在化し、一部企業においては

過剰感が強まっている。その一方で、供給側（ＩＴ企業側）のＩＴ人材の質供給側（ＩＴ企業側）のＩＴ人材の質
的な不足感は依然として高く、的な不足感は依然として高く、ＩＴ企業ではハイレベル人材の育成が最大

の課題となっている。

・近年、ユーザー企業のＩＴ部門が企業経営に与える影響はより一層大きく
なっている。そのような状況の中で、ＩＴ部門の業務は増加する傾向にあり、

ユーザー企業におけるＩＴユーザー企業におけるＩＴ人材需要は、量・質の両面において不足感人材需要は、量・質の両面において不足感
が強い。が強い。

ＩＴ人材需給バランスの質的変化ＩＴ人材需給バランスの質的変化

ＩＴ人材の動向ＩＴ人材の動向 ～必要とされる人材の変化～～必要とされる人材の変化～ ①①
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ベンダー企業：IT人材の「量」に対する不足感

IT企業ベンダー企業のIT人材不足感は急激に緩和。

やや過剰と答えた企業が１割以上に急増。

16.2%

5.0%

59.1%

59.4%

43.8%

11.5%

17.1%

35.7%

0.8%

2.6%

13.0%

28.3%

0% 25% 50% 75% 100%

H19調査(N=357)

H20調査(N=549)

H21調査(N=621)

大いに不足している やや不足している 特に不足はない やや過剰である（削減や職種転換等が必要） 無回答
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ベンダー企業：IT人材の「質」に対する不足感

IT企業IT人材の質の不足感はやや減少傾向。

しかし不足感は依然として強い。

23.5%

32.4%

25.9%

67.8%

54.6%

58.6%

8.4%

8.0%

12.6%

0% 25% 50% 75% 100%

H19調査(N=357)

H20調査(N=549)

H21調査(N=621)

大幅に不足している やや不足している 特に不足はない 無回答
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ユーザー企業：IT人材の「量」に対する不足感

58.5%

60.1%

16.4%

18.4%

1.8%

2.9%

22.7%

17.8% 0.8%

0.6%

0% 25% 50% 75% 100%

H20調査（N=335）

H21調査（N=376）

大幅に不足している

やや不足している

特に過不足はない

やや過剰である（削減や職種転換等が必要）

無回答

ユーザー企業
ユーザー企業の量的なIT人材不足感はやや緩和。

しかし依然不足感が強い。
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ユーザー企業：IT人材の「質」に対する不足感

56.1%

55.3%

11.6%

17.3%

31.6%

25.8%

0.6%

1.6%

0% 25% 50% 75% 100%

H20調査（N=335）

H21調査（N=376）

大幅に不足している やや不足している 特に不足はない 無回答

ユーザー企業
ユーザー企業の質的なIT人材不足感もやや緩和。

しかし量と同様、依然不足感が強い。
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•ベンダー企業のプロジェクトマネジメント（ＰＭ）やアプリケーションスペシャリ

スト（ＡＰＳ）に対する需要が減少する傾向にあり、開発系人材に対する需要

に変化が見られる。その一方、新たな技術新たな技術の登場の登場に伴い、高度な技術力を

持ったＩＴスペシャリスト（ＩＴＳ）が増加しているほか、ＩＴアウトソーシングに対ＩＴアウトソーシングに対
する需要増する需要増の影響を受けて、ＩＴサービスマネジメント（ＩＴＳＭ）などが増加して

いる。

•ユーザー企業では、テクニカルスペシャリストが増加傾向にある。これは、ビジ

ネスにおけるＩＴ活用が進む中、ユーザー企業側でも技術力の高い人材を確技術力の高い人材を確
保しようとする動き保しようとする動きを反映していると考えられる。

職種ニーズに変化の兆し職種ニーズに変化の兆し

ＩＴ人材の動向ＩＴ人材の動向 ～必要とされる人材の変化～～必要とされる人材の変化～ ②②
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1.1%

4.6%

2.5%
3.9%

15.9%

11.9%

33.9%

11.6%

2.9%

6.6%

0.7%

4.5%

0.7%

9.6%

2.2%
3.4%

14.1%

11.1%

6.6%
4.7%

6.6%

0.3%

3.0%
2.1%

8.8%

1.5%

3.8%

13.0% 13.0%

8.8%

4.6%

7.8%

0.4%

8.1%

37.7%

28.2%

0%

10%

20%

30%

40%

MK SL CONS ITA PM ITS APS SWD CS ITSM ED その他

H19調査

H20調査

H21調査

ベンダー企業 IT人材の職種分布（過去３年間の変化）

* H19の調査には、地域IT企業が少なく、H20・H21とは調査対象の構成がやや異なる点に留意が必要

*

IT企業開発系人材（ＡＰＳ、ＰＭ）が減少傾向。
一方高度技術力を持つＩＴＳやアウトソーシングを担う運用系人材ＩＴＳＭ
が増加傾向。
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ユーザ企業IT関連業務の担当人員割合

12.9%
14.1%

11.9%

25.7%

12.0%

17.0%

6.5%

11.4%

14.3%

11.0%

28.3%

10.5%

16.9%

7.6%

0%

10%

20%

30%

40%

（

ス

ト

ラ

テ

ジ

ス
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ム
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用

・

管

理

実

施

社

内

Ｉ

Ｔ

人

材

の

育

成

H20調査

H21調査

ユーザー企業

ユーザー企業では技術系人材の数が増加。
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•中国、インド、ベトナム等のアジア諸国では、ITサービス産業が急成長を遂

げている。わが国では、不況の影響を受け、一時的なオフショア開発の伸び

は鈍化しているが、長期的には、わが国からのオフショア開発は増加長期的には、わが国からのオフショア開発は増加
傾向にある。傾向にある。オフショア先企業は日本語教育を強化するなど日本市場に対

する取り組みを強化している。

•特に近年、ベトナムでのオフショア開発が高い伸び率を示しており、オフショ

ア開発国としての存在感が高まっている。

•オフショア開発の目的として、開発コスト削減だけでなく、ビジネスのグローバ

ル化への対応や海外市場の開拓を目的とするIT企業の割合が増加している。

•ＩＴ企業では、オフショア開発の活用は、今や“当たり前”となり、ビジネスのグ

ローバル化への対応の時代へと進化し始めている。ＩＴ人材の活用も、グロー

バル、フラット化の時代へと進んでおり、ＩＴ企業には、グローバルなＩＴ人材ＩＴ企業には、グローバルなＩＴ人材
活用への対応が求められている。活用への対応が求められている。

本格化するグローバルな人材の活用本格化するグローバルな人材の活用

ＩＴ人材の動向ＩＴ人材の動向 ～必要とされる人材の変化～～必要とされる人材の変化～ ③③
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オフショア開発総額の年次推移と伸び率

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 年度

取
引

額
（
百

万
円

）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

140%

160%

伸
び

率
（
%
）

取引金額（百万円） 伸び率

ｵﾌｼｮｱ

2005年度は調査未実施。
2004年度以前はJISAによる調査。

IT企業からの2008年度オフショア開発実績は前年度から増加するも

伸び率は減少。
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オフショア開発取引規模の将来推計（参考）

ｵﾌｼｮｱ
2009年度のオフショア活用見込みは2008年度より減少の見込み。
しかし各社のヒアリングから2010年度以降は増加させたい意向。

20,251

48,960
52,697
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80.3%

13.2%

15.8%

7.9%

3.9%

3.9%

76.5%

16.2%

22.1%

2.9%

1.5%

2.9%

83.3%

16.7%

13.9%

6.9%

5.6%

1.4%

82.3%

30.6%

12.9%

4.8%

3.2%

3.2%

0% 25% 50% 75% 100%

中国

インド

ベトナム

フィリピン

アメリカ・カナダ

韓国

9.7%
6.5%

その他

オフショア開発発注先相手国の実績（件数ベース）

ｵﾌｼｮｱ

2009年直接発注（N=76） 2009年間接発注（N=68）

2008年直接発注（N=72） 2007年直接発注（N=62）

2008年度 2009年度

オフショア開発相手国では中国が圧倒的。
2009年度は件数ベースでベトナムがインドを抜き２位へ。

中国 中国

インド

インドベトナム

ベトナム

フィリピン フィリピン

１位

２位

３位

４位
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25.0%

9.0%

6.9%

11.1%

25.0%

9.0%

89.6%

87.9%

86.1%

50.0%

86.5%
2.2%

2.8%

1.7%

0.0%
3.4%

１００名以下(N=67)

１０１名以上３００名以下(N=58)

３０１名以上１０００名以下(N=36)

１００１名以上(N=4)

全体(N=178)

0% 25% 50% 75% 100%

積極的に取り組みたい 現在、今後の実施について検討中

当面実施の予定はない 無回答

33.3%

44.4%

48.6%

81.1%

58.5%

41.7%

44.4%

42.9%

10.8%

31.1%

8.3%

11.1%

4.7%

16.7%

5.7%

5.4%

5.7%

2.7%

2.9%

１００名以下(N=12)

１０１名以上３００名以下(N=18)

３０１名以上１０００名以下(N=35)

１００１名以上(N=37)

全体(N=106)

現在より拡大したい 現在と同程度の規模で継続したい

現在より縮小したい 無回答

0% 25% 50% 75% 100%

オフショア開発活用の二極分化

■■オフショア開発の実績を持つ企業のオフショア開発の今後の意向オフショア開発の実績を持つ企業のオフショア開発の今後の意向

■オフショア開発の実績を持たない企業のオフショア開発の今後の意向■オフショア開発の実績を持たない企業のオフショア開発の今後の意向

ｵﾌｼｮｱ

オフショア活用は企業により二極分化。オフショア開発実績を持つ企業は
拡大をめざし、実績を持たない企業は活用意向を持たない。
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主要なオフショア開発相手国別に見たオフショア開発目的

ｵﾌｼｮｱ
94.1%

24.7%

18.8%

55.3%

24.7%

18.8%

25.9%

21.2%

3.5%

2.4%

88.2%

35.3%

64.7%

52.9%

5.9%

23.5%

58.8%

11.8%

5.9%

0.0%

100.0%

17.4%

26.1%

34.8%

13.0%

8.7%

21.7%

43.5%

4.3%

0.0%

100.0%

14.3%

0.0%

57.1%

0.0%

0.0%

28.6%

14.3%

0.0%

0.0%

開発コストの削減

開発スピードの向上

海外の高い技術力の活用

国内で不足している人材の確保

海外市場の開拓

自社の得意業務への資源集中

ビジネスのグローバル化への対応

受注総量の拡大を図るため

その他

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

中国（Ｎ＝85） インド（Ｎ＝17）
ベトナム（Ｎ＝23） フィリピン（Ｎ＝7）

オフショアの目的は開発コストの削減。
インドについては「高い技術力活用」「グローバル化対応」の要素が大きい。

インド

インド

中国、ベトナムは海外市場
開拓の狙いも。
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69.6%

30.4%

65.2%

34.8%

21.7%

8.7%

4.3%

8.7%

0.0%

17.4%

0.0%

0.0%

72.2%

19.4%

52.8%

61.1%

11.1%

5.6%

8.3%

11.1%

2.8%

0.0%

0.0%

0.0%

61.8%

14.7%

44.1%

50.0%

41.2%

11.8%

17.6%

2.9%

5.9%

5.9%

0.0%

2.9%

45.5%

30.3%

27.3%

36.4%

57.6%

36.4%

27.3%

6.1%

15.2%

9.1%

0.0%

0.0%

60.9%

22.6%

44.4%

45.9%

34.6%

15.8%

15.0%

6.8%

6.0%

7.5%

0.0%

0.8%

0% 25% 50% 75% 100%

オフショア開発による業績などへの影響

１００名以下（N=23）
１０１名以上３００名以下（N=36）
３０１名以上１０００名以下（N=34）
１００１名以上（N=33）
全体（N=133）

ｵﾌｼｮｱ

人件費の安い企業の進出により、単価水準が下がっている

競合先の増加により、顧客の工期・品質等への要求が厳しくなっている

競合先の増加により、業務の受注が難しくなっている

下流工程での競争激化により、
上流工程へのシフトの必要性を感じている

オフショア開発の活用により、開発コストの削減に成功している

オフショア開発を経験することで、社内の人材育成が促進されている

オフショア開発の実施により、国内の人員不足が解消されている

国内の外国人人材が増加し、以前より外国人人材が
採用しやすくなっている

オフショア開発をきっかけとして海外市場への進出を始めた

その他

具体的に感じている影響は特にない

無回答

企業規模によりオフショア開発の影響の受け取り方が異なる。
大企業はコスト削減、中企業は上流シフトの必要性痛感、小企業は脅威。

全体

小企業

中企業

大企業
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•ＩＴスキル標準（ＩＴＳＳ）は、大手ＩＴ企業の間では、比較的高い割合で普及して

いるが、中小ＩＴ企業には、大手企業ほど普及していない。ＩＴスキル標準は、ＩＴスキル標準は、
人材育成に取り組む人材育成に取り組む体力の体力のあるある企業企業に対しては、概ね浸透したと言えに対しては、概ね浸透したと言え
るフェーズにある。るフェーズにある。今後、中小ＩＴ企業などにおいて、ＩＴスキル標準の活用を進
めるについては、新たな視点での取り組みが求められる

•情報システムユーザースキル標準（ＵＩＳＳ）は、徐々に普及が拡大している段

階にある。今後は、普及の状況を見つつ、導入における課題等を分析し、導入における課題等を分析し、
効果的な施策を展開することが求められている。効果的な施策を展開することが求められている。

ＩＴ人材育成施策の現状と今後の期待～具体的成果の追求～①ＩＴ人材育成施策の現状と今後の期待～具体的成果の追求～①

新たな発展段階に来たスキル標準の普及新たな発展段階に来たスキル標準の普及
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IT企業におけるITSSの活用状況（従業員規模別）

15.2%

18.4%

21.3%

30.8%

37.5%

23.8%

16.4%

21.1%

6.5% 4.9%

4.9%

11.3%

5.4%

16.9%

9.8%

11.9%

59.0%

31.4%

8.5%

18.8%

44.3%

3.5%

36.6%

11.5%

13.4%

3.2%

0% 25% 50% 75% 100%

30名以下(N=142)

31名以上100名以下(N=112)

101名以上300名以下(N=185)

301名以上1000名以下(N=61)

1001名以上(N=39)

9.6%

17.4%

28.6%

41.0%

82.4%

14.4%

14.3%

19.5%

19.2%

26.9%

32.9%

29.9%

20.5%

19.2%

14.3%

11.5%

12.5%

7.5%

16.3%

9.9%

8.8%

0.0%

9.5%

5.9%

3.0%

3.7%

5.1%

3.5%

6.1%

0% 25% 50% 75% 100%

30名以下（N=104）

31名～100名（N=161）

101名～300名（N=231）

301名～1000名（N=78）

1,001名以上（N=34）

現在活用している

現在活用を検討している

必要性は感じているが、検討には至っていない

特に活用したことはなく、今後も活用の予定はない

過去に活用を検討したことがあるが、断念した

そのスキル標準を知らない

無回答

H20調査結果H20調査結果

H21調査結果H21調査結果

IT企業

ITスキル標準は大企業にはほぼ普及が完了したと言える。
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ITSSを利用しない理由（IT企業）

N=79

35.4%

31.6%

21.5%

19.0%

16.5%

13.9%

13.9%

10.1%

8.9%

2.5%

2.5%

0% 25% 50% 75% 100%

ITスキル標準が自社の業務内容と合わないから

ITスキル標準を活用しなくても、独自の人材育成体系や基準がすでにあるから

ITスキル標準の活用によるメリットが分からないから

ITスキル標準の対象となるIT人材がそれほど多くないから

ITスキル標準の内容が分かりにくいから

ITスキル標準の導入・運用のためのコストが確保できないから

IT人材の育成や評価は、現在の優先課題ではないから

ITスキル標準を活用するための具体的な方法・手順が分からないから

ITスキル標準の活用に必要な資料・ツール等が十分ではないから

その他

無回答

IT企業
ITスキル標準を活用していない企業ではＩＴスキル標準自体がその企業の

ニーズにあっていない。従来とはアプローチを変更する必要がある。
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10.9% 13.6%

26.0%

29.6%

31.3%

34.6%

30.4%

21.8%

24.0%

21.6%

10.9%

8.7%

9.6%

6.8%

3.2%

2.9%

4.0%

2.9%

4.8%

0% 25% 50% 75% 100%

３００名以下(N=104)

３０１名以上１０００名以下(N=125)

１００１名以上(N=147)

現在活用している

現在活用を検討している

必要性は感じているが、検討には至っていない

特に活用したことはなく、今後も活用の予定はない

過去に活用を検討したことがあるが、断念した

ＩＴＳＳ／ＵＩＳＳを知らない

無回答

18.0%

25.3%

35.8%

43.4%

36.7%

28.4%

18.9%

29.1%

32.8%

10.7%8.2%

1.3%

3.0%

5.1%

1.3% 1.3%

0.8%

0% 25% 50% 75% 100%

３００名以下(N=104)

３０１名以上１０００名以下(N=125)

１００１名以上(N=147)

ユーザー企業におけるUISSの活用状況（従業員規模別）

H20調査結果H20調査結果

H21調査結果H21調査結果

ユーザー企業
UISSの普及率も伸び悩み。
UISS活用に対するアプローチも再検討する必要がある。
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•情報系分野の専門教育に対する産業界の問題意識を受けて、産官学に

おいて、実践的な教育の必要性に対する認識が高まっている。このような
実践的な教育の鍵を握る産学連携に関しても、その取り組みが進展して
おり、実際にこれらの教育を受けた卒業生が産業界で活躍し始めている。

今後は、実践的な今後は、実践的な教育の流れを加速させ、産学による高度なＩＴ人教育の流れを加速させ、産学による高度なＩＴ人
材育成を産業競争力に結実させていく材育成を産業競争力に結実させていく必要がある。必要がある。

•ＩＴ企業の中には、情報系分野の卒業生に対して、情報系分野の基礎理

論・知識と合わせ、チームによるシステム開発の経験を求める声が多い。

情報系分野の卒業生も、学生時代にチームによるソフトウェア開発情報系分野の卒業生も、学生時代にチームによるソフトウェア開発
を体験しておくことの重要性を指摘している。を体験しておくことの重要性を指摘している。

成果が求められる産学連携教育成果が求められる産学連携教育

ＩＴ人材育成施策の現状と今後の期待～具体的成果の追求～②ＩＴ人材育成施策の現状と今後の期待～具体的成果の追求～②
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産学連携に対する教育機関のスタンス

21.6%

22.4%

36.7%

31.7%

54.6%

32.7%

28.3%

29.3%

20.6%

28.6%

13.3%

14.6%

 

14.3%

11.7%

9.8%

 

 

 

 

6.7%

14.6%

3.3%

0% 25% 50% 75% 100%

専門学校（N=97）

高等専門学校（N=49）

大学（学部）（N=60）

大学院（N=41）

産業界の意向を受け、以前より積極的に実施している

今後、積極的に取り組むべき課題であると考えている

今は、今後の動向を見守りたいと考えている

自校（自学科）が担うべき役割は別にあると考えている

その他

無回答

教育機関各教育機関は産学連携の必要性を感じている。
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4.8%

5.0%

5.2%

12.8%

20.6%

40.4%

52.2%

51.1%

57.7%

44.1%

46.2%

33.5%

36.4%

20.5%

26.5%

2.9%

1.9%

3.5%

3.8%

2.9%

5.8%

7.5%

3.9%

5.1%

5.9%

0% 25% 50% 75% 100%

３０名以下
(N=104)

３１名以上１００名以下
(N=161)

１０１名以上３００名以下
(N=231)

３０１名以上１０００名以下
(N=78)

１００１名以上
(N=34)

企業側に多少の負担はあっても、積極的に協力すべきである      

企業側の負担があまり重くなければ、協力してもよい         

特に自社が取り組むべき課題とは考えていない 

その他

無回答

産学連携に対するＩＴ企業のスタンス

IT企業各ＩＴ企業も産学連携に対しては協力的。
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今後10年間に重要となるスキル（企業と教育機関の回答の比較）

65.5%

42.7%

71.3%

46.7%

74.7%

27.4%

34.9%

28.0%

34.9%

5.8%

10.6%

3.5%

24.7%

9.7%

92.3%

15.8%

72.5%

8.9%

29.1%

9.7%

45.7%

3.2%

36.8%

44.9%

0% 25% 50% 75% 100%

顧客業務や業務分析に関する知識・スキル

コンサルティング能力

プロジェクトマネジメント能力

リーダーシップ

コミュニケーション能力

ネゴシエーション能力

プレゼンテーション能力

営業・販売・マーケティング力

新たな製品・サービスを生み出す企画力

知的資産管理に関する知識・スキル

語学力

無回答

ＩＴ企業（N=621） 教育機関（N=247）

24.8%

39.9%

47.8%

35.7%

19.8%

33.0%

25.1%

31.9%

54.6%

55.1%

25.0%

4.8%

63.2%

38.1%

7.7%

13.0%

9.7%

18.6%

50.6%

49.8%

51.4%

2.4%

33.6%

64.4%

0% 25% 50% 75% 100%

プログラミングスキル

ソフトウェアエンジニアリングに関する知識・スキル

ネットワークに関する技術力

データベースに関する技術力

システムプラットフォームに関する技術力

アプリケーション共通基盤に関する技術力

アーキテクチャ設計に関する技術力

システム管理に関する技術力

セキュリティに関する技術力

上記分野を横断する幅広い技術力

高度な技術力の基礎となる情報系の基礎理論・体系的知識

無回答

ＩＴ企業（N=621） 教育機関（N=247）

教育機関IT企業

テクノロジ系 テクノロジ系以外

産学連携で強化すべきスキルは企業と教育機関で意識の違いが
ある。企業ニーズはテクノロジ系ではやや高度なスキル、テクノロジ
系以外ではコミュニケーション力やプロマネ能力。
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情報系専攻の新卒学生に求める知識・経験

N=621

80.8%

32.4%

14.0%

43.3%

3.2%

15.9%

11.8%

0% 25% 50% 75% 100%

情報系分野の基礎理論・基礎知識

情報系分野の最新技術に関する知識

情報系分野での研究活動の経験

チームによるシステム開発経験

ある程度大規模なシステム開発経験

顧客を相手とするシステム開発経験

無回答

IT企業情報系専攻の卒業生に企業が求めるのは情報系分野の基礎知識についで
チームによるシステム開発経験が高い。
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情報系の学校教育において習得・経験することが望ましいもの

50.3%

47.7%

37.7%

33.3%

33.0%

29.7%

25.3%

21.0%

20.7%

20.3%

2.7%

0% 20% 40% 60%

チームによるプログラム・ソフトウェア開発

業務に役立つプログラミング技法の習得

情報システム開発における各種ドキュメント作成

情報システム開発における実顧客とのコミュニケーション

情報システム開発におけるプロジェクトマネジメント

情報システム開発における実務経験者からの指導・レビュー

企業インターンシップ（短期間の職場体験型）

実際の顧客の発注に基づく情報システムの開発

企業インターンシップ（長期間の業務体験型）

実際に社会で使われるような大規模システムの開発

その他 N=300

情報系卒業生情報系専攻の卒業生自身もチームによるプログラム・ソフトウェア開発の
重要性を指摘。



29

•企業活動におけるＩＴの活用が日常化する中、現在の職業人の多くは、ＰＣ

スキル等、従前からの基本的なＩＴスキルを有している。しかし、昨今の企業
では、それらのスキルは当然として、セキュリティや情報管理、ITをビジネス
に活かすための知識など、ＩＴをビジネスの中でＩＴをビジネスの中で““使いこなす使いこなす””ための幅ための幅

広い知識・スキルが必要とされている。広い知識・スキルが必要とされている。

•現代社会で働く職業人の総合的なＩＴ基礎知識の習得と職業人全体のＩＴ

活用力の向上を目的として、H21年度より、ＩＴパスポート試験ＩＴパスポート試験が設けられ

た。今後は、教育機関や企業において、同試験を有効に活用する今後は、教育機関や企業において、同試験を有効に活用する
取り組みが求められる。取り組みが求められる。

ビジネスに求められるＩＴ活用力ビジネスに求められるＩＴ活用力

ＩＴ人材育成施策の現状と今後の期待～具体的成果の追求～③ＩＴ人材育成施策の現状と今後の期待～具体的成果の追求～③



30

個人のITリテラシー重要性の認識

54.6%

33.0%

9.8%

2.6%

0% 20% 40% 60%

業務を行う上で、必要不可欠である（ＩＴがなければ業務が行えない）

業務を効率的に進める上で、重要である

ないよりは、あった方が便利である

なくても別に困らない N=1000

38.5%

56.8%

1.2%

3.5%

0% 20% 40% 60%

今後ますます高度になる

現在とあまり変わらない

今後徐々に低下する

分からない
N=1000

■■業務遂行上での業務遂行上でのITITの重要性の認識（個人）の重要性の認識（個人）

■■業務遂行における今後の業務遂行における今後のITITの重要性の認識（個人）の重要性の認識（個人） ■業務遂行における■業務遂行におけるITITスキルの水準の認識（個人）スキルの水準の認識（個人）

 
36.8%

56.7%

2.2%

4.3%

0% 20% 40% 60%

今後ますます重要になる

今後も、今と同じくらい重要である

今よりも重要ではなくなる（ＩＴを使わなくなる、など）

分からない N=1000

一般社会人
一般社会人は仕事を進める上でＩＴが現在も将来も重要であり、個人として
スキルを身につけておく必要があると感じている。
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望ましいITリテラシー 企業と個人の意識ギャップ(1/4)

ユーザー企業一般社会人企業・経営に関する知識は個人より会社が必要性を強く感じている。

個人：知っておくと理想的(1000人) 企業：理解することがのぞましい(376社)

 
IT企業・経営に関する一般的な知識

53.5%

46.6%

57.3%

43.6%

87.5%

88.8%

66.2%

85.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

企業活動に関する一般的な知識
（会社の仕組みや財務諸表の意味など）

コンプライアンスやコーポレートガバナンスの
重要性に関する理解

SWOT分析など経営分析手法に関する
一般的な知識

個人情報保護法に関する一般的な知識
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望ましいITリテラシー 企業と個人の意識ギャップ(2/4)

ユーザー企業一般社会人
企業でのＩＴ活用や企業情報システムに関する知識も
個人より会社が必要性を強く感じている。

 
企業でのIT活用や企業情報システムに関する知識

49.4%

49.2%

45.1%

50.6%

77.1%

80.6%

58.2%

57.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

経営におけるITの重要性に対する理解

内部統制・システム監査の重要性に
対する理解

社内システム管理に必要な一般的な知識

プロジェクトマネジメントやリスク管理に
関する一般的な知識

個人：知っておくと理想的(1000人) 企業：理解することがのぞましい(376社)
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望ましいITリテラシー 企業と個人の意識ギャップ(3/4)

ユーザー企業一般社会人
ＩＴ活用のための基本的な知識・スキルについては、個人はＰＣ操作
能力を、企業はセキュリティ対策を重視する傾向がある。

 
IT活用のための基本的な知識・スキル

62.6%

24.6%

24.0%

26.8%

31.4%

16.2%

21.3%

34.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

表計算ソフトの活用に関する一般的な知識

ソフトウェアライセンスに関する
一般的な知識

コンピュータウィルスへの一般的な対処方法

企業におけるITセキュリティの
重要性に対する理解

個人：現在の業務に必要(1000人) 企業：業務上必要不可欠である(376社)
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望ましいITリテラシー 企業と個人の意識ギャップ(4/4)

ユーザー企業一般社会人
ＩＴの仕組みや原理に関する知識については個人が思うほど
企業は重視していない。
全体を通して個人はＩＴ機器の操作に関する知識を、
会社は経営の中でＩＴを使うための知識を重視するという違いがある。

 
ITの仕組みや原理に関する知識

28.9%

18.9%

6.9%

10.1%

4.0%

2.1%

1.6%

1.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

インターネットの仕組みに関する基礎知識

ネットワークの仕組みに関する基礎知識

プログラミングやアルゴリズムに
関する基礎知識

コンピュータの仕組みや構造に
関する基礎知識

個人：現在の業務に必要(1000人) 企業：業務上必要不可欠である(376社)
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リテラシー修得の場 実際と理想

22.8%

27.9%

24.3%

17.4%

43.7%

25.3%

14.0%

1.5%

15.2%

8.7%

16.1%

19.1%

14.3%

45.5%

21.1%

14.3%

1.8%

16.5%

13.8%

18.2%

13.4%

47.2%

31.4%

23.2%

2.8%

15.0%

11.7%

8.6%

11.6%

10.6%

33.6%

26.9%

15.9%

2.0%

28.6%

20.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

就職前の学校

新入社員研修

その他社内研修

社外の研修・セミナー等

業務を通じて（ＯＪＴ）

独学（主に書籍を通じて）

独学（主に人に尋ねるなどして）

その他

あてはまるものはない

企業・経営に関する一般的な知識

企業でのＩＴ活用や企業情報システムに関する知識

ＩＴ活用のための基本的な知識・スキル

ＩＴの仕組みや原理に関する知識

N=1000

34.9%

39.4%

32.3%

22.8%

36.0%

15.8%

11.5%

0.7%

10.3%

22.2%

34.6%

32.5%

21.9%

37.3%

13.6%

10.4%

1.5%

33.1%

31.4%

30.3%

22.9%

37.3%

18.3%

13.0%

1.7%

9.8%

31.2%

22.6%

20.9%

19.7%

26.8%

17.6%

11.8%

1.1%

16.7%

12.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

就職前の学校

新入社員研修

その他社内研修

社外の研修・セミナー等

業務を通じて（ＯＪＴ）

独学（主に書籍を通じて）

独学（主に人に尋ねるなどして）

その他

あてはまるものはない

企業・経営に関する一般的な知識

企業でのＩＴ活用や企業情報システムに関する知識

ＩＴ活用のための基本的な知識・スキル

ＩＴの仕組みや原理に関する知識

N=1000

知識・スキルをどこで学んだか 知識・スキルをどこで学ぶべきか

一般社会人

34

ＩＴリテラシーは今まで仕事を通して得られてきた。しかし就業前に修得しておいた
方が良いと考える人が多い。
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ITパスポート試験

 
55.5%

15.0%

42.6%

0% 20% 40% 60% 80%

初級システムアドミニストレータ試験

ＩＴパスポート試験

知っているものはない

N=1000

■■ITITパスポート試験の受験意向パスポート試験の受験意向

■■ITITに関する国家試験の認知度合いに関する国家試験の認知度合い

一般社会人

N=908

 

25.1% 67.7%7.2%

0% 25% 50% 75% 100%

ぜひ受験してみたい 受験してもよい 特に受験したいとは思わない

N=1000

ＩＴパスポート試験の認知度は初級シスアド試験と比べてかなり低い。
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ITパスポート試験の課題

一般社会人

■■ITITパスポート試験を「特に受験したいと思わない」理由パスポート試験を「特に受験したいと思わない」理由

 
44.2%

30.9%

25.4%

15.8%

12.8%

7.5%

6.2%

5.5%

5.2%

2.4%

6.5%

0% 20% 40% 60%

ＩＴ知識・スキルは重要だが、資格は特に必要ではないから

現在の仕事において、ＩＴ知識・スキルはそれほど重要ではないから

合格しても、学校や会社でそれほど評価されないから

あまり知名度が高い試験ではないから

受験に向けて勉強するための時間が無いから

合格のための勉強方法が分からないから

受験料が高いから（※現在の受験料は、５，１００円です。）

試験の難易度が高いから

試験範囲に自分には必要のない分野が含まれているから

試験の範囲が広いから

その他 N=1000N=615

ＩＴパスポート試験は「受験者が試験合格のメリットを感じられない」ことが
普及の課題。
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•ＩＴ人材の仕事や職場の環境に関する満足度調査から職場の雰囲気に
対する満足度が高く、休暇の取りやすさやプライベートとの両立に対
しても満足している様子であり、世間で話題に上がる３Ｋのイメージと世間で話題に上がる３Ｋのイメージと
は異なる結果となった。は異なる結果となった。状況は変化してきている。

•しかしながら、現下の景気低迷による業務量の減少が、職場環境に大きく

影響を与えていることは否めず、景気の回復を待つのではなく、産業自ら産業自ら
変化してゆくことで、３Ｋイメージを払拭することが重要である。変化してゆくことで、３Ｋイメージを払拭することが重要である。

ＩＴ人材の意識と環境～個人、企業それぞれに求められる自覚～①ＩＴ人材の意識と環境～個人、企業それぞれに求められる自覚～①

実態とは異なる３Kイメージ実態とは異なる３Kイメージ
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仕事や職場の環境に対する満足度

現役IT人材
職場の雰囲気は60％以上が満足と答えており、休暇の取りやすさ・

プライベートの両立も好意回答率が高い。
この満足度調査からは３Ｋイメージは伺えない。

（注）「給与」についての満足度は今回調査においても高くないが、「IT人材白書2009」の分析結果から他業界と比較してIT業界の水準が低いとの認識は伺えず、また
2008年度後半から調査時まで続いている景気低迷の影響も考えられることから、IT業界の水準や満足度が特別低いとの結論には至っていない。

7.3%

7.7%

7.8%

11.7%

11.9%

20.2%

29.1%

31.9%

47.4%

48.9%

45.4%

48.4%

48.1%

43.0%

48.6%

39.1%

34.2%

34.7%

29.9%

29.1%

27.2%

23.6%

19.2%

21.7%

10.7%

8.6%

13.0%

10.6%

10.4%

13.2%

3.1%

14.3%

0% 25% 50% 75% 100%

社内での今後のキャリアに対する見通し

給与・報酬

仕事の充実感・達成感

仕事の内容（希望に合った仕事かどうか）

労働時間

プライベートとの両立

職場の雰囲気

休暇の取りやすさ

満足している どちらかと言えば満足している

どちらかと言えば満足していない 満足していない

N=1,000
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ＩＴ人材個人の不安原因は将来の不透明さＩＴ人材個人の不安原因は将来の不透明さ

•今年度の調査では、ＩＴ人材個人が、ＩＴ関連の仕事は専門性が高く、技術

やスキルが身につく反面、常にスキルアップが求められる仕事であることか
ら、自身のスキルアップの必要性を強く感じていることが把握された。さらに、

ＩＴ人材個人は、技術の進展や企業を取り巻く環境の変化が加速する技術の進展や企業を取り巻く環境の変化が加速する
中で中で、現状への不満より、将来への不安を強く感じる傾向にある。現状への不満より、将来への不安を強く感じる傾向にある。

•この背景には、ＩＴ人材個人が、ＩＴ関連産業が、将来にわたって社会に必

要不可欠な産業であることを理解しながらも、所属する企業の方向性や
将来ビジョンが見えないために、自身のキャリアについての見通しを立て
にくくなっていることや、個人の自己成長について企業への依存感が高い

ことなどがあげられる。現在のような不透明な時代であるからこそ、ＩＴ現在のような不透明な時代であるからこそ、ＩＴ
企業は、自社の方向性や将来ビジョンを明確に伝え、ＩＴ人材が、産企業は、自社の方向性や将来ビジョンを明確に伝え、ＩＴ人材が、産
業や企業の将来に魅力を感じ、誇りを持って生き生きと働ける環境業や企業の将来に魅力を感じ、誇りを持って生き生きと働ける環境
を創り出すことが重要である。を創り出すことが重要である。

ＩＴ人材の意識と環境～個人、企業それぞれに求められる自覚～②ＩＴ人材の意識と環境～個人、企業それぞれに求められる自覚～②
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45.2%

34.0%

33.8%

24.2%

19.1%

23.5%

37.9%

39.9%

54.2%

54.9%

52.1%

5.9%

3.8%

19.1%

6.1%

3.7%

7.3%

19.0%

58.8%

54.1%

46.4%

3.0%

3.4%

8.4%

8.8%

5.9%

7.6%

19.9%

0% 25% 50% 75% 100%

仕事を続ける限り、スキルアップしていきたい

自分の将来のキャリアが不安である

この仕事を長く続けたい

今の仕事は楽しい

将来のキャリア目標を持っている

自分のキャリア目標は実現できると思う

キャリア目標となる先輩や上司などがいる

よく当てはまる どちらかと言えば当てはまる

どちらかと言えば当てはまらない まったく当てはまらない

N=1000

あなた自身について

現役IT人材
仕事（ＩＴ業務）に対しては前向きであるが、「将来のキャリアが不安」と
回答したポイントが高い。
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仕事や職場の環境に対する満足度

現役IT人材

再掲

「給与」「職場の雰囲気」「労働時間」よりも、キャリアに対する満足度が
非常に低いのが今年度の特徴。

7.3%

7.7%

7.8%

11.7%

11.9%

20.2%

29.1%

31.9%

47.4%

48.9%

45.4%

48.4%

48.1%

43.0%

48.6%

39.1%

34.2%

34.7%

29.9%

29.1%

27.2%

23.6%

19.2%

21.7%

10.7%

8.6%

13.0%

10.6%

10.4%

13.2%

3.1%

14.3%

0% 25% 50% 75% 100%

社内での今後のキャリアに対する見通し

給与・報酬

仕事の充実感・達成感

仕事の内容（希望に合った仕事かどうか）

労働時間

プライベートとの両立

職場の雰囲気

休暇の取りやすさ

満足している どちらかと言えば満足している

どちらかと言えば満足していない 満足していない

N=1,000
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給与面以外の悩みや問題点

37.8%

37.8%

25.3%

24.2%

20.2%

15.6%

9.5%

6.7%

5.5%

2.8%

11.0%

31.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

このままこの仕事を続けていていいのかどうか不安になる

将来自分がどうなるのかが見えない

労働時間が長い

仕事が忙しすぎる

仕事がつまらない

自分自身のプライベートの時間が十分に確保できない

職場の人間関係がうまくいかない

職場が暗い

仕事が難しすぎる

育児・介護などとの両立が難しい

その他

特に悩みや問題点はない N=1000

現役IT人材
「労働時間」「忙しさ」等よりも将来に対する不安感が強いことがわかる。
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将来のキャリアへの不安点

49.2%

32.6%

32.0%

27.0%

21.5%

20.9%

20.1%

18.7%

16.7%

12.4%

0.6%

4.8%

34.2%

25.3%

29.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自分の現在のスキルが将来にも通用するかどうか分からない

自分の会社が、将来も今と同じ状況にあるかどうか分からない

常に新しい技術について勉強しなければな らないので、負担に感じる

このまま この会社に勤め続けても、自分が望む給与が得られない可能性がある

現在の業務が忙しくて 、スキルアップの時間がない

将来、体力的に耐えられるかどうか分からない

この会社で 自分の目標とするキャリアが実現できるかどうか分からない

将来、自分が会社に必要とされな くなる可能性がある

将来、自分が就けるポスト があるかどうか分からない

技術専門職（非管理職）としてのキャリア パス に限界がある

この産業が、将来も今と同じ状況にあるかどうか分からない

キャリアアップに向けて何を勉強したらよいか分からない

このまま この業界で勤め続けても、自分が望む給与が得られない可能性がある

その他

特に不安な点はない
N=1000

現役IT人材将来のキャリアに対する不安は、「スキル」「会社の状況」などが上位を占め、
特に約半数が、変革の激しいＩＴ業界に対して現在のスキルが将来にも
通用するかどうか不安に感じている。
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7 .3%

34 .0%

31 .6%

31 .6%

35 .1%

39 .6%

44 .7%

46 .8%

49 .4%

51.3%

3 .7%

5 .2%

4 .2%

3 .1%

4 .4%

36 .1%

42 .4%

46 .1%

14 .0%

15 .3%

14.8%

15.0%

12 .8%

11 .5%

0% 25% 50% 75% 100%

社 員 ・従 業 員を 大 切に して いる

この 会 社 に長 く勤 め たい

この 会 社 に満 足 して いる

正 当・公 平 な 人 事 評価 が 行 わ れて いる

会 社 の ビジ ョ ンが 明 確で ある

今 後も 成 長 ・発 展 す ると思 う

よ く当 て は ま る ど ちら かと言 え ば 当 て は ま る

ど ち らか と言 え ば 当て はま らな い ま ったく 当 て はま らな い

N =1000

あなたの会社について

現役IT人材
所属する企業については、会社のビジョンが不明確であり、成長・発展にも
期待できないという認識が強い。
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「会社のビジョンの有無」と「発展性の実感」の相関関係

よ
く
当
て
は
ま
る

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

当
て
は
ま
る

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

当
て
は
ま
ら
な
い

ま

っ
た
く
当
て
は
ま
ら
な
い

　よく当てはまる(N=37) 59.5% 40.5% 0.0% 0.0%

　どちらかと言えば当てはまる(N=316) 2.2% 64.9% 29.7% 3.2%

　どちらかと言えば当てはまらない(N=494) 0.2% 18.6% 75.7% 5.5%

　まったく当てはまらない(N=153) 0.7% 2.6% 29.4% 67.3%

今後も発展・成長すると思う

会
社
の
ビ
ジ
ョ
ン
が

明
確
で
あ
る

（「会社のビジョンが明確である」の各回答に対する「今後も成長・発展すると思う」の各回答の割合）

現役IT人材会社のビジョンが明確な企業の従業員ほど、
企業の発展・成長に期待している。
逆も当てはまり、この両者の相関は強い。
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27.6%

47.0%

48.4%

43.0% 8.0%

2.0%

4.8%

2.8%

4.8%

2.7% 29.3%

34.4%

28.0%

54.0%

48.0%

51.6%

14.0%

15.6%

21.6%

12.4%

0% 25% 50% 75% 100%

１００名以下(N=250)

１０１名以上３００名以下(N=250)

３０１名以上１，０００名以下(N=250)

１，００１名以上５，０００名以下(N=150)

５，００１名以上(N=100)

よく当てはまる

どちらかと言えば当てはまる

どちらかと言えば当てはまらない
まったく当てはまらない

25.2%

44.0%

50.4%

41.0% 12.0%3.0%

4.4%

2.0%

3.2%

2.7% 36.7%

34.0%

27.6%

49.3%

55.6%

53.2%

11.3%

14.8%

17.2%

12.4%

0% 25% 50% 75% 100%

１００名以下(N=250)

１０１名以上３００名以下(N=250)

３０１名以上１，０００名以下(N=250)

１，００１名以上５，０００名以下(N=150)

５，００１名以上(N=100)

よく当てはまる

どちらかと言えば当てはまる

どちらかと言えば当てはまらない
まったく当てはまらない

■会社のビジョンが明確である（企業規模別）■会社のビジョンが明確である（企業規模別）

■今後も成長・発展すると思う（企業規模別）■今後も成長・発展すると思う（企業規模別）

「会社のビジョンの有無」と「発展性の実感」 （企業規模別）

現役IT人材
企業ビジョンの有無は企業規模で大きな差はない。
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3 8 . 0 % 5 2 . 0 %1 0 .0 %

0 % 2 5 % 5 0 % 7 5 % 1 0 0 %

職 種 別 ・ 部 署 別 な ど 、 あ る 程 度 多 様 な キ ャ リ ア プ ラ ン が 示 さ れ て い る

大 ま か な （ 標 準 的 な ） キ ャ リ ア プ ラ ン が 示 さ れ て い る （ 大 体 何 年 目 に ど の よ う な 仕 事 を す
る か 、 な ど ）
そ の よ う な プ ラ ン は 示 さ れ て い な い

N = 1 0 0 0

 
2 3 .1 % 4 6 .9 % 2 6 . 4 %3 .6 %

0 % 2 5 % 5 0 % 7 5 % 1 0 0 %

十 分 で あ る と 思 う
一 部 不 足 し て い る も の も あ る が 、 お お む ね 十 分 で あ る と 思 う

あ ま り 十 分 で は な い と 思 う
ま っ た く 不 十 分 で あ る と 思 う

N = 1 0 0 0

■■キャリアプラン明示の有無キャリアプラン明示の有無

■■キャリアアップ制度の充実キャリアアップ制度の充実

キャリア形成の支援

現役IT人材約半数の企業が従業員にキャリアプランを明示しておらず、企業内の
キャリアアップ制度についても従業員の７割以上が満足していない。
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3 2 .2 %
2 .1 %

5 6 .4 % 4 .8 % 4 .5 %

0% 25 % 50 % 75 % 10 0 %

N = 62 1

全 面 的 に 企 業 が 責 任 を 持 つ べ き

ど ち ら か と 言 え ば 企 業 が 責 任 を 持 つ べ き

ど ち ら か と 言 え ば 個 人 が 責 任 を 持 つ べ き

全 面 的 に 個 人 が 責 任 を 持 つ べ き

無 回 答

5 0 . 5 % 3 4 . 8 % 2 . 5 %1 2 . 2 %

0 % 2 5 % 5 0 % 7 5 % 1 0 0 %

全 面 的 に 企 業 が 責 任 を 持 つ べ き ど ち ら か と 言 え ば 企 業 が 責 任 を 持 つ べ き

ど ち ら か と 言 え ば 個 人 が 責 任 を 持 つ べ き 全 面 的 に 個 人 が 責 任 を 持 つ べ き

N = 1 0 0 0

■■長期的な個人のキャリアパス長期的な個人のキャリアパスの責任所在の責任所在（企業回答）（企業回答）

■人材キャリアアップへの責任所在■人材キャリアアップへの責任所在 （（ITIT技術者個人回答）技術者個人回答）

技術者のキャリアアップの責任は企業？ 個人？

IT企業

現役IT人材

↓
企
業
責
任

↓
企
業
責
任

↑
個
人
責
任

↑
個
人
責
任

企業と個人の意識は逆。会社は個人に、個人は会社に、育成責任がある
と考えている割合が高い。
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人材キャリアアップへの責任所在（個人回答：企業規模別）

44.0%

56.0%

28.8%

29.0%14.0 %

14.7%

11.2 %

13.2 %

10.0% 44.4%

58.0%

55.3%

41.6%

40.0%

28.7%

2.0%

2.8%

4.0%

1.3%

1.0%

0% 25% 50% 75% 100%

１００名 以 下 (N=250)

１ ０１名 以 上 ３００名 以 下 (N=250)

３０１ 名 以 上 １，０００名 以 下 (N=250)

１，００１ 名 以 上 ５，０００名 以 下 (N=150)

５，００１名 以 上 (N=100)

全 面 的 に企 業 が 責 任 を持 つ べ き

ど ちら か と言 え ば 企 業 が 責 任 を持 つべ き

ど ちら か と言 え ば 個 人 が 責 任 を持 つべ き

全 面 的 に個 人 が 責 任 を持 つ べ き

企業規模が大きくなるほど企業への依存性は高くなる傾向にある。

現役IT人材
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将来を支える専門性の追求が飛躍への道将来を支える専門性の追求が飛躍への道

•不況の影響により、ＩＴ人材の量的な不足感が後退する中で、質的な不質的な不

足感は顕在化している。足感は顕在化している。今回の調査では、ＩＴ企業は、情報サービス・ソ

フトウェア市場は将来的には拡大する一方、国内外のＩＴ企業との競争は

今後一層厳しくなると予想し、ＩＴ人材個人に対しては、現在以上に高ＩＴ人材個人に対しては、現在以上に高
度な技術・スキルが求められると考えていることが把握された。度な技術・スキルが求められると考えていることが把握された。

•情報サービス・ソフトウェア技術や市場に関する動向は、ＩＴ企業やユー

ザー企業の役割に変化を与えつつある。こうした中、将来の発展を支える

専門性のさらなる追求が、ＩＴ企業やＩＴ人材個人の飛躍の道である専門性のさらなる追求が、ＩＴ企業やＩＴ人材個人の飛躍の道であると

言える。

ＩＴ人材の意識と環境～個人、企業それぞれに求められる自覚～③ＩＴ人材の意識と環境～個人、企業それぞれに求められる自覚～③
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ベンダー企業：IT人材の「質」に対する不足感

IT企業

23.5%

32.4%

25.9%

67.8%

54.6%

58.6%

8.4%

8.0%

12.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H19調査(N=357)

H20調査(N=549)

H21調査(N=621)

大いに不足している やや不足している 特に過不足はない やや過剰である（削減や職種転換等が必要） 無回答

再掲

「質」に対する不足感は若干下がりつつも引き続き強い状態にある。
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産業変化の予測（IT企業）

Ａだと思う ど ちらかと言えばＡ どちら かと言えばＢ Ｂだと思う 無回答

N=621

ＳａａＳ／クラウド等新技術、および企業間競争やグローバル化への
意識は高くそれに伴う人材の変化について敏感に反応している。

26.7%

14.2%

10.3%

12.9%

40.1%

42.5%

33.2%

27.1%

33.3%

22.7%

55.9%

19.8%

4.5%

46.5%

41.9%

41.1%

47.3%

50.2%

44.6%

49.3%

52.3%

54.1%

53.1%

35.3%

51.2%

34.6%

32.2%

18.2%

34.8%

34.0%

29.6%

4.5%

8.5%

11.8%

14.8%

7.6%

17.1%

3.9%

21.3%

51.5%

53.8%

3.4%

6.0%

11.3%

6.6%

3.2%

4.0%

7.7%

5.2%

3.2%

3.4%

3.5%

3.4%

3.5%

4.2%

4.5%

4.0%

4.5%

4.2%

4.5%

5.3%

5.5%0.8%

0% 25% 50% 75% 100%

A．SaaSやクラウド・コンピューティングは、産業のビジネスを大きく変える

A．この産業で働く人材の仕事の内容は大きく変わる

A．企業が求める人材が大きく変わる

A．産業の市場規模は、現在より拡大する

A．国内IT企業（同業者）間の競争がもっと激しくなる

A．中国やインドなど諸外国のIT企業との競争がもっと激化する

A．高い専門性を持たない企業は淘汰される

A．高い専門性を持たない人材は淘汰される

A．IT人材に対して、もっと高度な技術・スキルが求められるようになる

A．日本国内で、中国やインドなど海外出身のIT技術者が増える

A．情報システムに対してより高い信頼性が求められるようになる

A．プログラム作成自動化ツールなどの活用が進み、現在より生産性が上がる

A．現在よりも労働時間が増える

A．現在よりも給与水準は上がる

B．SaaSやクラウド・コンピューティングが登場しても、産業の主流ビジネスは変わらない

B．この産業で働く人材の仕事の内容は、基本的には現在の延長

B．企業が求める人材像は、基本的には現在の延長

B．産業の市場規模は、現状維持か縮小する

B．国内IT企業（同業者）間の競争は現在よりも緩和される

B．中国やインドなど諸外国のIT企業との競争は緩和される

B．現在よりも多様な企業の生き残りが可能である

B．現在よりも多様な人材の生き残りが可能である

B．IT人材に対して求められる技術・スキルの水準は今とあまり変わらない

B．日本国内で、中国やインドなど海外出身のIT技術者が減る

B．情報システムに求められる信頼性の水準は今と変わらない

B．システムの複雑化など様々な要因により、結果的には現在よりも生産性が下がる

B．現在よりも労働時間は減る

B．現在よりも給与水準は下がる

IT企業
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ユーザー企業のIT関連業務の増減の状況

60.9%

32.4%

22.3%

14.6%

39.6%

25.0%

41.0%

47.9%

14.4%

25.5%

8.5%

9.3%

5.6%

2.9%

14.1%

 

4.0%

7.2%

 

3.2%

11.7%

14.9%

59.8%

14.9%

 

 

 

6.6%

3.2%

0% 25% 50% 75% 100%

御社［ＩＴ部門］が担当するＩＴ関連業務(N=376)

御社［現場事業部門］が担当するＩＴ関連業務(N=376)

御社［経営企画部門］が担当するＩＴ関連業務(N=376)

御社のＩＴ子会社が担当するＩＴ関連業務(N=376)

アウトソース先に発注されるＩＴ関連業務(N=376)

増えている 変わらない 減っている 分からない 担当先が無い 無回答

ユーザー企業
ＩＴ部門の業務が確実に増加している。またＩＴ部門のみならず、
ＩＴ関連業務は全体的に増加する傾向にある。
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今後自社にて強化すべき業務（ユーザー企業）

58.0%

41.8%

28.5%

30.6%

19.9%

51.9%

17.0%

32.2%

12.0%

42.3%

41.5%

46.0%

43.1%

65.4%

24.5%

38.0%

4.5%

1.3%

33.8%

38.0%

37.0%

0% 25% 50% 75% 100%

ＩＴ戦略策定・ＩＴ企画(N=376)

ＩＴ投資案件のマネジメント(N=376)

社内ＩＴ基盤の設計(N=376)

社内システムの開発・導入・保守(N=376)

社内システムの運用管理計画策定(N=376)

社内システムの運用・管理実施(N=376)

社内ＩＴ人材の育成(N=376)

自社で今後強化すべき業務 子会社等外部への委託を進めたい業務 無回答

ユーザー企業
企業戦略にＩＴ戦略はもはや欠かせない状況であり、それに伴う基盤整備
や運用管理は重要課題となっている。
自社内におけるＩＴ人材育成強化の認識は高い。
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IT人材白書2010メッセージ

IT企業に向けて 未来が見えるビジョンの提示を

情報システムのパラダイムが大きく変わりつつある中で、各IT企業とも従来の事業モデルでは先行きが見通し

にくい状況にある。この企業に対する不安感がそのまま技術者の将来への不安につながっている。しかし変革
期はそれぞれに企業にとって飛躍のチャンスでもある。企業は自社の方向性や将来ビジョンを示し、その企業
の発展に必要な人材像（キャリア）を明示することが重要である。IT人材個人が、企業や産業の将来に魅力を感

じ、誇りをもって生き生きと働き個人が有する能力を最大限に発揮することが、企業や産業の競争力を高めるこ
とにつながっていく。

IT人材個人に向けて プロフェッショナルとしての自覚と意志を

これからの未来の中でITの果たす役割は大きく、その未来を実現するのはIT技術者個々人に他ならない。しか
しITの技術進化は早く、IT技術者に求められる技術やスキルも時代に応じて変化しており、今はその大きな変
革期と言える。IT人材個人は、一人ひとりがプロフェッショナルとして常に価値ある技術者であり続けるよう、自

らを高める努力をし続けなければならない。このチャンスを活かし、未来を担う自覚と主体的な意志をもって、自
分自身のキャリアを自らの責任で形成していくことが求められる。

情報系教育機関に向けて 産学連携による継続した実践力強化の取り組みを

ITを用いて我が国の産業の競争力を高めるために、IT人材には高度な知識やスキルを効果的なソリューション
に結実させる実践力が求められる。次世代を担うIT技術者を育成するため情報系の教育機関では産学連携に

よる実践的な教育の実施が本格化しつつある。取り組みは始まったばかりであり、ベストプラクティスの実現に
は継続した産学の協力が必要である。この流れを止めず、優れた取り組みの事例を産学で共有しながら、さら
に多くの教育機関へとその輪を広げていくことが求められる。


